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【技術団員所感】 
     

  第１の目標であるエネルギー研修コースの強化については、ミニプラント実習も含めて工場の技

術者にとって非常に実践的なものとなった。それによって産業界からの期待も益々高まり、そのニー

ズを汲んでワーカー向けミニプラント短期コースも開催されるようになった。 
  ミニプラントにはプロジェクト途中で照明・冷凍装置・力率補償装置・冷却塔が追加された。これ

によって工場の省エネニーズに対しよりフィットする事ができ、研修の効果がさらに高まったと考え

られる。特に力率補償装置などは C/P の手によって設計され現地で製作されたが、コンパクトで使

い易くできており、C/P の技術力が高まったことを感じさせる。 
  また、工場診断時に得られた情報（省エネ事例など）は C/P によって研修コースのテキストに直

ちに取り入れられて効果を上げている点も大いに評価できる。  
  
 第２の目標である工場診断能力の強化については、長専・短専の指導の下に実施された工場診断

を通じて、製鉄・繊維・食品・セラミックス・紙パの５分野、および蒸気等の業種共通ユティリティ

ーに関して技術移転が完了した。特に最後の１回はモデルケースとしてC/Pのみによって実施され、

解析からレポート作成まで独力で実施している。また、全員ではないが複数の業種に対して診断でき

るレベルの C/P も育成された。 
工場側に対する提言内容も妥当である。一部には投資を必要とする設備改善・導入も含まれている

が、ユティリティーとプロセスの基本的な部分の診断でノーコスト・ローコスト対策を中心に平均的

に１０％程度の省エネルギー改善策＜繊維産業では平均 9.6％、一貫製鉄所で 8.9%、電気炉製鉄で

11.1%、食品工場で 11.1%、セラミックスで約 5%＞を提言出来ている。 
これらから、C/P の診断技術・能力は十分なレベルに達していると判断される。 
効率よく効果的に育成できた要因の一つとして、当初先方の要望は多産業分野に亘っていたが日・

トルコ両者間で十分に討議し対象を４分野に絞り込んでスタートしたことが挙げられよう。 
  （参考）工場診断の成果実例：ISDEMIR 社（一貫製鉄所）ではノーコスト・ローコスト対策の実施で、コーク

ス製造エネルギー原単位１４％向上、高炉コークス比１％改善、棒鋼加熱炉原単位１０％改善、転炉 IDF 電

力原単位も改善でき、年間 7.8 億円の効果を享受している。既に実施された対策は７業種合計で 46,295TOE

とのことである。工場のトップが診断結果の改善策を受け入れて実行すれば確実にトルコ製造業における省エ

ネルギーが進展することを実証している。 

 
    第３の目標である政策策定・提言能力、広報・普及能力の強化については、技術的観点からの特

記事項はさほどないが、今年中の成立を目指している省エネルギー法案の内容など本プロジェクト

を通して知り得た日本の政策・制度に関する知見や技術情報をよく活用している。広報活動も活発

になり、昨年末には「エネルギー科学館」をオープンさせているが技術的な内容の充実が望まれる

ところである。 
    

  なお、中間評価時点で指摘されていた課題のフォローも行った。以下に主要な点を記す。 
 
 

３．技術団員所感 



- 168 - 

＜上位目標関連＞ 
１．研修後職場に戻ってからの省エネ推進活動がやり易くなるような支援をおこなう。 
（結果）フォローアップアンケートが実施され、冷却設備・コジェネレーション設備への要望が高い

ことがわかり、実習設備に冷却塔と冷凍設備が追加された。 
   工場における推進組織作りなどを支援するために日本の成功事例を C/P に教え、テキストに

も反映された。工場診断時には C/P が説明するようになり、診断を受けた大半の工場が推進体

制を作って実行するようになった。 
＜研修関連＞ 
１．工場で実施しやすいノーコスト・ローコスト省エネルギー技術のウエイトをテキストに増す。 
（結果）日本の成功事例からノーコスト・ローコスト省エネルギー技術を多数集めて C/P に提供し

た。C/P が講義テキストを追加作成し研修に用いた。EIE/NECC の調査によれば、研修後に

エネルギー管理者が自分の工場で何らかの省エネルギー対策を実施した割合は５５％である。

これらはノーコスト・ローコスト対策であり、よく効果を発揮していると評価できる。 
２．レポート審査（修了並びにエネルギー管理者資格認定）に日本側も参加できるように提言する。 
（結果）実現せず。（言語の障壁が大きいなどによる） 
＜工場診断関連＞ 
１．C/P に対する技術移転を確実にするため、４産業分野別・項目別にモニタリングシートを導入す

る。移転の達成度も明確になる。 
（結果）２００３年以降その通りに行われた。その後紙パと電気システム、蒸気システムについても

導入された。移転項目と達成目標が明確になっているので研修・診断とも具体的な技術移転活動

を設定しやすく、確実に技術移転が行われた。EIE にも説明し易かった。 
２． C/P のユティリティー（発生～使用、回収まで）、特に蒸気・電気の診断能力を高めるニーズに

対して、短専派遣を検討する。 
（結果）トルコ側の紙パなど業種拡大の要望も考慮して、紙パ工場と家電工場を舞台に蒸気・電気の

専門家を派遣し工場診断技術の移転を完了した。 
３．EIE/NECC からの新技術要望にどう応えるか。 
（結果）ケスキン課長と新技術項目を絞り込み６技術（リジェネバーナー、マイクロコジェネなど）

について資料を作成し渡した。C/P は一部テキストに盛り込んだ。今後の効果・成果が待たれる。 
＜政策・広報・その他＞ 
１．研修・診断の効果（産業界の省エネ進展状況）把握システムを検討すべし。また、EIE/NECC
の将来計画（役割、位置づけ、事業展開）を明確にしてほしい。 

（結果）EIE/NECC は戦略を持ち具体的な計画を作っており、それらは合同調整委員会でも詳細に

表明された。それらは省エネルギー法案にも細かく反映されている。各工場でのエネルギー使用

量・原単位を報告させ、データベース化しようとしている（省エネルギー法案）。またエネルギ

ー統計の整備も必要としている。 
以上のように必要・重要な事項はすべて取組まれ解決していると言える。 

 
今後ともトルコへの支援を何らかの形で継続し、本プロジェクトの成果を定着させさらに発展させ

ることが重要であると感じる。             ――― 以上 ――― 
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トルコ省エネルギープロジェクト終了時評価調査主要議事録 
 
タイトル JICA 事務所協議 No. １ 
日時 2005 年 5 月 16 日(月) 午前 場所 JICA トルコ事務所 
参加者 中村（所長）、芦野、アリ、吉田、小村、小野澤、青柳 
議事要旨 
１ 対処方針説明 
 調査団より対処方針を説明。以下、コメント。 

 JICA トルコ事務所としても優良プロジェクトとして認識している。今後のプロジェクトにと

って有用な情報の引き出せる評価となれば幸いである。 

 キャパシティ・ディベロップメントなど新しい考え方を試みることは重要。机上の空論になら

ないように注意する必要がある。 

 
２ トルコにおけるオーナーシップ 

 本件プロジェクトは他の省エネプロジェクトと比較して C/P のオーナーシップが強い。 

 地質リモートセンシングのプロジェクトも成功裏に進捗しており、今年度内に終了時評価を向

かえる予定である。トルコで実施する経済開発部所管案件は成功しているものが多い。成功の

要因としては共通して C/P にやる気があるということがある。一般にトルコ人は他の国と比較

してプロジェクトへのオーナーシップを強く持っているような印象がある。 

 

 

４．議事録集 
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タイトル 大使館表敬 No. ２ 
日時 2005 年 5 月 16 日(月) 午前 場所  在トルコ日本大使館 
参加者 門間（二等書記官）、芦野、吉田、小村、小野澤、青柳 
議事要旨 
１ 対処方針説明 
 調査団より対処方針を説明。以下、大使館側よりコメント。 

 大使館は本件プロジェクトについて優良プロジェクトと認識しており、評価結果に期待してい

る。評価の結果、成功の要因などが明らかになれば知りたいと思う。（門間） 

 
２ 今後について 

 フォローアップとしてはシニア海外ボランティア 4 名の派遣が予定されており、既に JICA の

ホームページ上で募集がかけられている。選考作業が順調に進めば、今年の 10 月ごろから派

遣される予定である。また、第三国研修が来年度まで続く。これについても更なる要望があれ

ば調査団としては検討したいと考えている。（青柳） 

 日本はトルコの省エネ分野への協力を 10 年以上に渡り続けてきており、特に EIE とは強い信

頼関係で結ばれている。シニアボランティアでも他の協力でも良いが、この関係を維持できれ

ば良いと思う。（吉田） 

 周辺諸国への協力を行いたいという意向はトルコ側にはあるようである。（吉田） 

 他の省エネプロジェクトへの第三国専門家として EIE/NECC のスタッフを活用するなども考え

られる。トルコにとっては自立支援になり、他国にとっては有力な技術指導となり有効である。

（芦野） 

 
３ 発電所の省エネ案件 

 新規案件として検討中と認識している。省エネプロジェクトのフォローアップとの位置づけに

なるのか。（門間） 

 要望調査の段階よりも様々なことが分かってきており、C/P、プロジェクトの基本計画などの

面で本件プロジェクトとは基本軸の異なる案件と位置づけている。（芦野） 

 タイトルも発電所に関する「省エネ」ではなく、全体的な「効率化」となる見込みである。（青

柳） 

 今年度中に成立が見込まれている省エネルギー法では発電所もエネルギー管理者設置義務を

課せられることが検討されて折り、EIE/NECC が技術的に協力できる余地はあるように思う。

C/P となる機関（トルコ発電公社など）が求めれば応じる体制はある。（吉田、小村） 
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タイトル SPO 表敬 No. ３ 
日時 2005 年 5 月 16 日(月) 午前 場所  SPO 
参加者 Tokgoz（部長）、Yilmaz（担当）、芦野、吉田、小村、小野澤、青柳 
議事要旨 
１ 対処方針説明 
 JICA 側より終了時評価の対処方針を説明。以下、SPO 側よりコメント。 

 トルコの省エネ推進にとって有効なプロジェクトとなった。支援をいただいた日本に対してお

礼を申し上げたい。 

 トルコはエネルギーの輸入依存率が高く、省エネルギーは重要な課題である。今後も引き続き

努力していく必要があると認識している。 

 プロジェクト終了後の自立発展性が重要と考えている。十分な自立発展性が確保できるよう

C/P と議論して欲しい。 

 終了時評価実施についてよろしくお願いしたい。 

 
２ 評価の実施について 

 政府側と民間企業とでは考え方が異なることもある。一方的な評価結果にならないよう、

Private Sector の意見も良く聞いて評価して欲しい。また、今後の方針を検討する際も、彼

らが何を考えているか考慮に入れることが重要である。 
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タイトル Joint Coordinating Committee No. ４ 
日時 2005 年 5 月 25 日(水) 午前 場所 EIE/NECC 
参加者 Joint Evaluation Report 別添の参加者リストの通り 
議事要旨 

１ EIE 副長官挨拶（チャーラル副長官） 

 トルコの省エネは経済の活発化、地球温暖化対策の 2つの面から重要である。近年、その必要

性は高まってきており、EIE/NECC は省エネ法を基礎とした様々な政策を効果的に実施してい

かなければならない。JICA の協力はこうしたトルコの状況に対し適切な内容であり、その成

果はトルコの省エネ推進に大きく貢献するものであった。トルコ側としてはこうした重要な分

野に協力してくれた日本側に感謝している。 

 現在、省エネ法案が作成され、今年度中に国会で承認される見込みである。法案の作成の際に

は日本の省エネ制度も参考にした。 

 

２ JICA トルコ事務所長挨拶（中村所長） 

 JICA は 5 年間に渡り協力を行ってきた。本案件はトルコにおいて JICA が実施している他のプ

ロジェクトと比較しても高い成果を得たと認識している。この成功にはトルコ側の自助努力が

非常に大きな役割を果たしており、一緒に良いプロジェクトを作り上げられたことについてお

礼を申し上げたい。 

 現在、第三国研修が継続中である。今後も益々の発展を期待したい。 

 

３ プロジェクト成果報告（吉田リーダー） 

パワーポイントの資料を使用し、プロジェクトの成果を発表した。 

 質疑応答なし。 

 

４ EIE/NECC の今後の方針報告（エルダル課長） 

パワーポイントの資料を使用し、EIE/NECC の今後の方針を発表した。 

 質疑応答なし。 

 

５ 評価結果要約報告（千原団長） 

 Joint Evaluation Report の Executive Summary を使用し、評価結果の要約を発表した。 

 質疑応答なし。 
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タイトル 大使館報告 No. ５ 
日時 2005 年 5 月 26 日(木) 午後 場所 在トルコ日本大使館 
参加者 大使、門間（二等書記官）、梅永、千原、縫部、小野澤、吉田、小村、青柳 
議事要旨 

１ 終了時評価結果報告 

 終了時評価結果報告書の概要について調査団が説明した。 

 

２ シニア海外ボランティアの役割について 

 今後派遣されるシニア海外ボランティアは、報告書の「提言」をフォローしていくことが求め

られているのか。トルコの省エネ推進の旗振り役になるのは荷が重いのではないか。（大使）

 シニア海外ボランティアの役割は本案件のフォローである。今後、トルコ側は省エネ法を中心

として様々な新しい政策を実施していく計画があり、その中で本案件の成果がよりよく活かさ

れるようアドバイスを行うものである。「提言」に書かれていることはチャレンジングなもの

もあるが、長期的には概ねトルコ側で実施する用意が既にある。シニア海外ボランティアは補

助を行ってもらいたいが、中心的な推進者としての役割までは期待していない。（千原） 

 

３ 投資の必要な省エネ推進の実現見込みについて 

 トルコでお金のかかる省エネ投資が進むことに現実性はあるか。環境配慮を行わなければなら

ないことなど意識はあり、政府は推進するだろうが、本当にシステムとして機能するか。（大

使） 

 省エネは企業にとってはコストダウン、生産性の向上である。現在、多くのトルコ企業がヨー

ロッパ地域で貿易を行うようになっており、他国と比較して国際競争力強化のためにあらゆる

コストダウンを行う必要がある。トルコはエネルギーの値段がヨーロッパの他の国と比較して

高いため、コストダウンの項目としては企業にとって実施優先順位が高い。（千原） 

 トルコは EU 加盟との関係から省エネ法の成立を急速に推進している。省エネ法の成立により、

企業にとって省エネを進める外部環境ができあがる。罰則、補助金などの具体的な強制力、イ

ンセンティブも含まれており、省エネの推進力としては強いものと思われる。（縫部、吉田）

 昨日の JCC での NECC の説明によれば、今後はある省エネ対策の実施に関し、投資金額、回収

期間、及び利益等の数字をデータベース化し、一般に公開することが計画されている。こうし

た情報が産業界に広まれば、トルコ全体の省エネ意識も変化していくのではないか。（門間）
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第１章 プロジェクト実施背景と現状 

 

トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）政府はエネルギーの輸入依存率が非常に高いことから、

エネルギー危機以来、熱心に省エネルギーを推進してきた。エネルギー･天然資源省電力資源調査開

発総局（EIE）は省エネの推進に中心的役割を果してきている。1992 年 12 月に EIE の下部機関であ

る Energy Resources Supply Department がトルコ国立省エネルギーセンター NECC として組織さ

れた。 

しかしながら、トルコにおける省エネに関する規則「工業機関によるエネルギー消費合理化促進

のための対策に関する規則」が制定され、活動が本格化したのは 1995 年からのことである。2020

年にはエネルギーの海外依存率が 80％に達すると予測されており、トルコの「国産エネルギー」と

もいうべき省エネの推進は急務である。 

 このような背景をもとに 1997 年 9 月にトルコ政府は、我が国に協力を要請してきた。石油危機以

降世界最高水準の省エネを達成した日本の省エネルギー技術を移転することを目的に国際協力事業

団〔現 独立行政法人国際協力機構（JICA）〕は 1999 年 4 月に事前調査、1999 年 10 月に短期調査

を実施した。これらの結果を踏まえて 2000 年 2 月～3月の実施協議調査において省エネルギー技術

協力プロジェクト実施について日本・トルコ両国が最終合意に達し､「トルコ省エネルギープロジェ

クト」は、2000 年 8 月にスタートした。 

 プロジェクト開始後は、実習プラントの供与、専門家による省エネルギー技術移転などプロジェ

クト活動は順調に進められており、2003 年 2 月に実施された中間評価では、技術移転の主要項目で

ある省エネ診断、研修に関し、所期の目標を概ね達成しつつあると評価された。2004 年 3 月現在で、

本プロジェクトにおいて 271 名のエネルギー管理者が育成され、96 工場への省エネ診断を含めた訪

問活動が行われている。 
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第２章 事前評価調査団概要 

 

２－１ 運営指導調査団派遣の経緯と目的 

本調査団は、プロジェクトより提出されたモニタリングシートに基づきプロジェクト活動の現状

を把握するとともに、中間評価で指摘された課題に対する対応状況を確認する。そのうえで、プロ

ジェクト成果をもとに NECC が自立的に発展していくための道筋を明確にし、2005 年７月末のプロ

ジェクト終了、及びその半年前の終了時評価に向けたプロジェクトの最終的な目標とそのための活

動を定義することを目標とする。 

プロジェクト終了後の自律発展性を確保するための最も大きな要素はトルコ政府の省エネ推進計

画であるが、これまでの調査団ではトルコ側に情報がなかったこともあり、十分に議論がなされて

こなかった。本調査団では、特にトルコ側の省エネ全体計画を明らかにし、プロジェクト活動の位

置づけを明確にすることに重点を置く。 

 

２－２ 調査団員構成 

団長・総括 十郎 正義 国際協力機構鉱工業開発協力部調査役 

省エネルギー技術 渋谷 浩志 (財)省エネルギーセンター国際エンジニアリング部長 

協力企画 青柳 仁士  国際協力機構鉱工業開発協力部第二課 

 

２－３ 調査日程 

日順 月日（曜日） 時間 行程（団長） 行程（省エネルギー・協力企

画） 

１ ２ 月 28 日

（土） 

 移動（Tokyo13:30 → Frankfurt 17:40 / JL407）Frankfurt 泊 

２ ２ 月 29 日

（日） 

 移動（Frankfurt 14:10→ Ankara 18:35 / TK1606） 

３ ３ 月 １ 日

（月） 

AM 

 

 

PM 

JICA トルコ事務所協議 

在トルコ大使館表敬 

SPO 表敬 

JICA 専門家協議 

NECC 表敬 

プロジェクトサイト（実習プラント他）視察 

４ ３ 月 ２ 日

（火） 

AM 

PM 

JICA 専門家協議 

管理部門 C/P 協議 

５ ３ 月 ３ 日

（水） 

AM 

PM 

JICA 専門家協議 

管理部門 C/P 協議 

６ ３ 月 ４ 日

（木） 

AM 

PM 

技術系 C/P ヒアリング 

合同調整委員会 
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７ ３ 月 ５ 日

（金） 

AM 

 

 

PM 

管理部門 C/P 協議（M/M 署名） 

調査団主催昼食会 

JICA トルコ事務所報告 

JICA 専門家協議 

８ ３ 月 ６ 日

（土） 

 移 動 （ Ankara →

Istanbul） 

報告書作成 

９ ３ 月 ７ 日

（日） 

 移動（→Tokyo） 報告書作成 

10 ３ 月 ８ 日

（月） 

 － 移動（Ankara→Bozyuk） 

セラミックス工場診断 

11 ３ 月 ９ 日

（火） 

 － セラミックス工場診断 

12 ３ 月 10 日

（水） 

 － セラミックス工場診断 

移動（Bozyuk→Ankara） 

13 ３ 月 11 日

（木） 

 － 移 動 （ Ankara 14:45 →  Istanbul 

15:45 / TK131）（Istanbul 18:15 →）

機中泊 

14 ３ 月 12 日

（金） 

 － 移動（→ Tokyo 12:55 / JL5092） 

 

２－４ 主要面談者 

（１） 日本側 

  １）合同調整委員会参加者 

小田原雄一      二等書記官  在トルコ日本大使館 

稲葉 泰  所 長   JICA トルコ事務所 

芦野 誠  次 長   JICA トルコ事務所 

 

  ２）プロジェクト専門家 

吉田 諒一     チーフアドバイザー 

小村 浩二     業務調整員 

浅田 巌          省エネルギー技術 

川瀬 太一郎     省エネルギー研修 

 

（２）トルコ側 

 Mr. M. Kemal BÜYÜKMIHCI  General Director of EİE 

 Mr. Mehmet ÇAĞLAR  Assistan General Dırector of EİE 

 Mr. Yusuf KORUCU  Head of Department, EİE 

 Mr. Erdal ÇALIKOĞLU  Acting Division Manager, EİE 

 Mr. Kubilay KAVAK  Energy Expert, SPO 



- 182 - 

 Mr. Necati GÜNGÖR  Acting Division Manager, MENR 

 Mr. Ömer EĞİNLİGİL  Expert, MENR 

 Mr. Ömer KEDİCİ  Eergy Conservation Expert, EİE 

 Ms. Suheda GÜMÜŞDERELİOĞLU  Eergy Conservation Expert, EİE 

 Mr. Mehmet SEZER  Eergy Conservation Expert, EİE 

 Ms. Birgül DUMAN  Eergy Conservation Expert, EİE 

 Mr. Ali DOĞAN  Eergy Conservation Expert, EİE 

 Mr. Gökhan Kadir GÖKÇE  Eergy Conservation Expert, EİE 

 Ms. Ebru ACUNER  Eergy Conservation Expert, EİE 

  Mr. Huseyin CIFTCI               Eergy Conservation Expert, EİE 

  Mr. Sureyya AKMAN                Eergy Conservation Expert, EİE 

  Mr. H. Iburahim GUNDOGAN         Eergy Conservation Expert, EİE 

  Mr. I. Yenal CEYLAN              Eergy Conservation Expert, EİE 
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第３章 調査結果 

 

３－１ トルコの省エネ推進全体計画とその中での NECC の役割 

３－１－１ 実施中の省エネ関連政策 

トルコにおける基本的な国策は、「国家計画」として５年ごとに計画書が作成され、公表されてい

る。現在は 2001 年から 2005 年までの第 8 次国家開発計画が進行中である。その中で省エネ推進計

画は、「特別な対策 No.1823：輸送、エネルギー、産業、民生部門からの地球温暖化ガス排出削減に

関してエネルギーの効率化と省エネを確保するような整備がなされるべきである」と規定されてい

る。同方針をもとに、UNFCCC（2003 年 10 月 21 日）、エネルギー効率化と環境関連に係るエネルギ

ー憲章条約・議定書（2000 年２月１日）がトルコ国会で批准された。 

関連政策もとられており、エネルギー自給率の向上、競争力のある自由市場の構成、環境保護、

EU との政策統合を目的として以下のような政策が施行中である。 

(1) 産業：「産業機関における省エネ強化規定」は、1995 年 11 月 11 日以来実施されている。消

費量が年間 2000 TOE 以上の全工場は、エネルギー管理システムを設立させなければならない。 

(2) 建物：「TS825条、建物における断熱規定」が、強制規定として施行され、これに関連し公

共事業・住宅省により建物における新断熱規定が施行された。これにより、建物の外面からの

熱損失が50％まで減少できると考えられている。 

(3) 交通：交通においてのエネルギーの合理的使用に関する特別な法律や規定はない。税金対策

として、小型自動車の使用が優遇されている。 

(4) 環境：環境・森林省により、ヨーロッパ連合の規定に適合させながら環境法の改善が行われ

ている。また、UNFCCC の是認により、トルコはエネルギー効率化及びクリーンテクノロジー

プロジェクトを導入し、排出権取引についての利益を享受できるようになる。 

(5) 機器：EU 規定への適合過程において、商工省により冷蔵庫、洗濯機、乾燥機、食器洗い機

及び電球のためのエネルギー効率化ステッカー基準についての規定が施行されている。 

 

３－１－２ EU との関係と省エネ推進計画 

 現在、トルコにおいては EU との法律、政策統合が実施されている。実際の EU 加盟時期は不明で

あるが、既に各分野において法律関連の専門家が EU 委員会より派遣されており、トルコ政府内で検

討が進められている由である。EU との関係は中間評価調査団後に明らかになった事実であり、本件

プロジェクトにとっては、省エネ推進の政策的優先度の向上、省エネ推進計画の明確化などプラス

の影響をもたらしている。 

 一般的に、EU 新規加盟国は EU 加盟条件（アキ・コミュニテール）を満たす必要があり、トルコ

も例外ではない。アキ・コミュニテールの主な内容は政治、経済、軍事、農業等各交渉分野におけ

る EU との政策統合であり、通常、そのうちの一つとしてエネルギーの分野がある。 

 エネルギー分野の EU 方針のうち、最重要項目はエネルギー安全保障である。EU 委員会は EU 内全

体でのエネルギー自給率の向上を目指しており、EU 加盟国には、年間エネルギー消費量の毎年 1％

ずつの削減、石油貯蓄量の報告、という 2 つの義務が課されている。省エネの推進はエネルギー消

費量を押さえ、自給率の向上につながるため、EU 委員会はエネルギー原単位の向上を加盟国に求め

ている。トルコに課されているアキ・コミュニテールや指導の具体的な内容は、EU のエネルギー政
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策を反映したものとなる。 

既に EU との関係において、エネルギー効率化改善プロジェクトが開始されている。このプロジェ

クトの中では、Twining（EU の法律の双子を作るという意味）段階に移行し、パートナーとして EU

諸国から 2 つの EU 機関（フランスの ADEME 及びオランダの NOVEM）が選出されている。Twining プ

ロジェクトは約 2 年間で実施される予定であり、現在、トルコ側と EU 側とで契約が準備中である。

同プロジェクトの C/P 機関は EIE であり、EIE は JICA のプロジェクトの成果を活かし、相乗効果を

もたらす形で実施していきたいと発言している。 

EU 専門家が作成した省エネ推進戦略の素案は、2003 年 4 月 7 日にアンカラの NECC で開かれたワ

ークショップで発表された。その後、改定が加えられている。 

 

３－１－３ 省エネルギー法 

 現在のトルコには省エネルギー法にあたる法律は存在せず、NECC による規制「Regulations and 

circulars on Energy Efficiency」が 1995 年 11 月 11 日より施行されているのみである。同規制は

日本における省エネルギー法と共通する点が多く、年間エネルギー消費量 2,000TOE 以上の工場に対

するエネルギー管理委員会及びエネルギー管理者の設置義務、エネルギー管理者に対する NECC の実

施する研修受講義務などが定められている。NECC によれば、同規制は作成者が以前 ECCJ の実施す

る省エネ研修に参加しており、日本の省エネルギー法を参考に作られたものである。しかしながら

扱いは法律ではなく、行政機関の規制であるため、罰則規定もなく、各企業に対する強制力はそれ

ほど強いものではない。存在自体を知らない企業経営者も多いのが実態である。 

 省エネに関する法律については 20 年以上前から NECC において法案が検討されてきているが、国

会や他の省庁の了解が得られず、これまで国会を通過することはなかった。このような状況は中間

評価調査を実施した際まで続いていたが、その後、主に EU との関係によりトルコ政府内において省

エネの政策的重要度が高まったため、産業、民生、建物すべてを含んだエネルギー法の改定作業が

進んでいる。 

トルコの国家プログラムによると、省エネルギー法は 2004 年第４四半期以前（2004 年 12 月末）

に施行されることになっている。この省エネルギー法案は EIE の法制化プロジェクトチームで準備

中であり、2004 年 3 月中に第一次ドラフトができあがる。その後、他の関連省庁（工業貿易省、運

輸省、建設定住省及び教育省）を巻き込んだワーキンググループが素案協議のために設立される。 

また、省エネルギー法の準備に加えて、「Regulations and circulars on Energy Efficiency」の

改定や付属省令の検討が EU のアキ・コミュニテールに沿って整備されるよう 2005 年中に行われる。 

省エネルギー法成立に向けた動きにあわせ、NECC における省エネの検討範囲が産業、ビル、輸送

部門に加えて発電部門及び中小企業(SME)に拡大される。EIE はトルコの省エネ活動に関する主要か

つ責任機関となる。今後、あらゆるセクターの省エネスタディを効率的に実施するために、関連省

庁、NGO、大学、研究機関も省エネ調整ボード（EECB）のメンバーになる見込みである。 

 

３－１－４ 省エネ活動に対する財政支援 

省エネルギー法の中でいくつかの経済的インセンティブの付与策が 2005 年以降の制度化を目指し、

計画されている。 

・ 産業並びに他部門の省エネプログラム実施のための税金、投資資金削減 

・ エネルギー管理士を産業界へ広く拡大するための税金、保険優遇 
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・ EIE が承認する省エネルギー診断者に対する期間限定の税金削減 

・ エネルギー効率の高い機器類への税金削減 

 

３－１－５ 省エネ関連市場との関係 

 現在のトルコにおける省エネ市場、省エネサービスによる取引の状況に関するデータは NECC は有

していない。一方で NECC としては、国レベルで省エネ推進を実現させるためには省エネに関する研

修、診断といった活動を NECC 以外の機関や民間ベースで実施することが必要であるとの認識を持っ

ている。NECC としては、省エネルギー法が施行されれば、各企業は省エネを推進する義務を負うた

め、研修、診断などの省エネサービスが必要となり、省エネサービス市場が新たに生まれるだろう

との漠然とした予測をしている。 

 

３－１－６ 関連する国際協力 

電力資源調査開発総局国立省エネルギーセンターは、EU、世界銀行、JICA、GTZ などの国際機関

の協力とともにエネルギー効率化プロジェクトを進めている。EU は前述のとおり。世界銀行は再生

エネルギー資源利用の向上、関連規定の作成、及びトルコの法律とヨーロッパ連合の規定との適合

支援、JICA は産業における省エネ人材育成、GTZ は建物に関するエネルギー効率化活動に対する支

援を行っている。 

 

３－２ プロジェクト終了後の NECC の役割と自立発展の見通し 

３－２－１ エネルギー管理者研修 

 既にプロジェクト開始後より 271 名のエネルギー管理者を育成しており、プロジェクト終了後 2、

3 年後には、対象範囲である 2,000 TOE 以上の大工場（約 600 社）すべてのエネルギー管理者の研

修を実施することができる見込みである。したがって、プロジェクト終了後も引き続き現状と同程

度の頻度でエネルギー管理者研修を実施していく方針である。エネルギー管理者コースのほかに、

産業界や他部門の燃焼炉、蒸気、ボイラ、燃焼技術等を扱う技能者や技術スタッフ向けのプログラ

ムも継続される。国内のエネルギー管理者研修プログラムに加えて、第三国研修など国際的なプロ

グラムも継続される。 

加えて、エネルギー法の改正に併せてエネルギー管理者の対象は 2,000 TOE 以下の中小企業への

拡大、ビルや発電のような他部門に拡大する見込みである。中小工場への研修については、EIE は

KOSGEB（中小企業事業団）との連携で実施する計画を持っている。KOSGEB の省エネに関する専門家

を NECC で教育し、中小企業への省エネ研修を実施してもらう計画を立て、既に KOSGEB に二度打診

している。返答は得ていないが、以前には KOSGEB の方から同様の計画をもちかけられたこともあり、

現実的な計画といえる。 

対象の拡大については、さらに、エネルギー診断者や省エネ情報提供会社に対する研修プログラ

ムも計画されている。EIE 研修プログラムに出席するこれらの対象者や会社は省エネ診断や情報活

動を実施できるよう EIE が権威付けを行う予定である。 

 また、直接の関係は薄いが、エネルギー法改正案の中には、EIE と教育省が協力して、小、中、

高校において強制的な省エネ授業を持つことが盛り込まれている。 

NECC の役割について考える場合、EIE の意識としては、まずエネルギー法の改正があり、そこで

規定された全体的な枠組みの中で NECC の活動内容を検討している。この点は、省エネ診断、広報・
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政策提言など他の活動にも同様にあてはまる。 

 

３－２－２ 省エネ診断 

NECC はプロジェクト終了後の省エネ診断活動の展開、各役割に関し、市場形成前のプロモーショ

ンと、民間でできない部分の補足活動であると捉えている。すべての診断活動を NECC で行うことは

マンパワーの問題で不可能であり、診断により省エネを達成していくのであれば、相当部分を民間

でやっていく必要がある。したがって、NECC は省エネ診断市場形成後は、企業から依頼があれば実

施するというスタンスをとる。NECC 自身の省エネ診断技術レベルの保持のためには、日常の実習プ

ラントを使用した経験の蓄積、年に一度程度のモデル工場診断活動等を今後も継続していく。加え

て、発電部門の省エネ診断の検討を開始している。 

したがって、JICA のプロジェクトにより強化された診断活動については、プロジェクト終了後し

ばらくの間は現状同様に実施する予定であるが、その後は民間で実施できるよう方法を検討してい

く。具体的に省エネ診断企業となりうる企業としては、大企業の子会社、大企業退職者の個人コン

サル、エンジニアリング会社、機器会社が想定されている。EIE は民間企業が産業部門の省エネ診

断サービスの認証機関となる。 

民間企業が省エネ診断を実施するためには、省エネ診断サービスの市場が形成される必要がある

が、NECC は、省エネルギー法により民間企業の省エネニーズが増せば、そのニーズに対応する市場

は自然に形成されるという認識をもっている。一方、エネルギー管理者による自社管理のみで省エ

ネが達成され、外部診断のニーズが起きなかったとしても、結果としてトルコにおいて省エネが達

成されるのであれば EIE としては構わないとのことである。 

新しいエネルギー法の中では、民間企業の省エネルギーインセンティブを増す方法として、エネ

ルギー管理者設置などの義務だけでなく、ベンチマーキングシステムなどによる税金の免除もいれ

るなど、アメとムチの両方を用意している。 

 EIE の考える今後の展開概略は以下のとおり。 

 

時 期 経 過 NECC による診断の位置づけ 民間企業による診断の

位置づけ 

2004 年 現 状 簡易診断・詳細診断 

（省エネ診断プロモーション

活動） 

F/S 

2005 年以降 省エネルギー法成立 同上 同上 

2006 年頃 民間企業の省エネ推進

ニーズ増加 

同上 同上 

不明 省エネ推進サービス企

業の台頭 

簡易診断・詳細診断 

（民間企業による診断の補

足） 

F/S 

省エネ研修 

簡易診断・詳細診断 

不明 省エネサービス市場の

形成 

同上 同上 

2015 年頃 EU 加盟 同上 同上 
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３－２－３ 省エネ広報、政策提言 

広報に関しては、既にホームページ、パンフレット等の方法ツールは整備済みである。また、短

期専門家が派遣された際に地方で開催するセミナーや、診断活動そのものが広報手段となっている。

エネルギー管理者研修、省エネ診断といった、NECC のサービスに対する営業という意味での広報は、

原則的に、良いものをつくり口コミで広めるという計画であが、他に、次のようなものも計画して

いる。 

・ 産業部門企業トップとの会合 

・ TV チャンネルの利用 

・ 会社の監視（エネルギー消費量や省エネスタディ情報の報告） 

・ 省エネ予測の公表 

 政策提言に関しては、NECC の事務系スタッフが今度のエネルギー法改正の素案を作成しているな

ど、提言よりも一歩進んだ形でその知見が活かされている。 

 

３－３ プロジェクト終了までの課題と活動計画 

 今次調査団においては中間評価の結果、提言を受けて長期専門家、C/Pに対しモニタリングを実施

した。プロジェクト活動の現状としては、技術移転の柱である研修、診断、広報・政策提言のNECC

側のキャパシティビルディングは進んでおり、プロジェクト終了時までに所期のプロジェクト目標

を達成することができる見込みである。中間評価の提言を受けたプロジェクト計画の見直しもされ

ており、今後も引き続き残りの提言事項を実施していくこととした。今後の課題としては次の２点

があげられる。 

 (1）終了に向けた自立発展性の確保 

・省エネ診断の継続性確保：（2004年９月までに短期専門家による全５分野の技術移転終了見込

み。その後、プロジェクト終了後もC/P独自で活動が継続できるよう長期専門家により必要な

措置をとる。 

・研修テキストの整備：実習プラントのグレードアップの分の追加。研修テキスト全体の質の

向上。 

・実習プラント維持管理体制構築：マニュアルの整備。大掛かりな点検をC/Pと長期専門家が一

緒に実施する。 

・技術移転レベルの目標到達 

 (2)トルコ側全体計画との協調 

・新エネルギー法、EU 及び他ドナーと本案件の相乗効果の確保 
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３－４ 中間評価調査団提言への対応状況確認結果 

３－４－１ トルコにおける省エネ推進全体計画、及びその中の NECC の位置づけ具体化への支援 

 

提言事項 対応状況及び今後の対応方針 

(1)トルコにおける省エネ推進

のための戦略、鳥瞰図の作

成、公的機関としての NECC の

役割、活動戦略を検討する。 

 

別途記載のとおり。鳥瞰図の作成には至らなかったが、NECC 側で

Future Plan の概要を入手、M/M に添付することとした。また、以下

のとおり関連の情報を得た。 

・NECC プレゼンテーションレポート 

・第 8次国家開発計画 

・省エネルギー法及び EU との関係 

・省エネサービス市場 

・民生部門省エネ 

(2)内部／外部型省エネルギー

促進に必要な NECC、及びプロ

ジェクトによる活動を具体化

する。 

 

 別途記載のとおり。NECC の中でトルコ国内における省エネ推進全体

計画に関する結論が出ていないため、内部型、外部型省エネ促進に関

する具体的な活動計画は立てていない。 

 一方で、NECC としても、年間エネルギー消費量 2,000 TOE 以上の大

工場を持つ企業 600 社についてはエネルギー管理者研修によりカバー

できるが、中小企業も含めたすべての工場の省エネを NECC のみで推

進することは現実的に不可能であることから、特に診断に関しては民

間ベースの外部型省エネを今後主体としていく由である。 

＜大企業＞ 

現在：NECC によるエネルギー管理者研修 

将来：エネルギー管理者を自社で育成、管理 

＜中小企業＞ 

現在：NECC による診断 

将来：民間ベースによる診断 

 

３－４－２ 各プロジェクト活動の強化と課題への対応 

（研修） 

(1)経営者（工場長）を対象と

したセミナー、中小企業のエ

ネルギー管理者研修の新設を

検討する。 

 

＜現状＞ 

・ 経営者を定期的に招集するのは非常に困難であり、技術者と同様

の枠組みで研修を検討するのは非現実的である。経営者クラスに

なると、エネルギー大臣等著名人による召集が必要。EIE 長官ク

ラスでは難しい。 

・ 日本の場合は法律で経営者はエネルギー管理者を設置し所定の役

割を負わせなければならないという義務付けをしているため、経

営者の意識が高い。 

・ 既に実施している短期専門家の地方巡回時のセミナーでは、経営

者も対象となっている。 

・ 普及活動足りない。 
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・ レギュレーションの存在を知らない。 

＜代案＞ 

・ プロジェクト最終時期にプロジェクトの結果を発表するイベント

を開き、そこに経営者を集める。既に案があり、具体的に検討

中。JICA としての予算付けは可能。 

・ アンケート、セミナーで啓蒙する。参加しなくても経営者宛にお

知らせのメールが届くので効果的。 

・ 口コミで広める。最も確実な方法。研修の評判は高まっている。

研修でいい人を育てて戻していく。 

・ 商工会議所、技師会（産業協会、例えば繊維協会等）を利用す

る。リンクはない。活動報告書をトルコ版にして配布予定。 

・ 産業誌への売り込み。 

・ テレビ。実施済み。ビデオを作製して送っている。大使館で ODA

関係を作成して送った。 

(2)実際に省エネ効果を出せる

エネルギー管理者育成のため

の研修カリキュラム（No or 

low cost option など）を検討

する。 

実施済み。診断の結果の No or low cost option を講義で紹介して

いる。国際研修でも発表した。 

 

(3)終了レポート審査会へ日本

人専門家の参加を NECC に申し

入れる。 

申し入れはしたが、実施に至っていない。終了レポートの外部への

公表には、受講者の所属企業側の了解をとらないといけないが、企業

の了解がとれない。一方で、終了時レポートの審査は C/P が行ってい

るが、省エネ習慣の優秀事例評価も同様に C/P がやっているのでどの

ような評価をしているのか多少の参考になる。 

(4)ローカル・コンサルによる

研修効果の把握（フォローア

ップ調査）とフィードバック

のためのアンケート調査を実

施する。 

2003 年夏に実施済みであり、資料も入手済み。概ね高評価を得た。

NECC の C/P としてもトレーナーズトレーニングによりフィードバック

の重要性に関しては認識が高まっている。 

(5)計測機器の活用に関する技

術移転を促進する。 

 計測機器に関しては、プロジェクト終了までに目標とする技術レベ

ルを達成できる見込みであり、特段問題は生じていない。 

(6)実習プラント、供与機材保

守管理技術移転を促進する。 

各機器のトルコ語版管理マニュアルは一式そろっている。実習プラ

ント及び診断機器など他の供与機材は NECC の機器管理担当者

（HUSEYIN CIFTCI）が一元的に管理しており、管理簿も整備されてい

る。 

 日本の工場においても、機器の故障を修理できるほどの技術力は工

場の技術者にはなく、故障した際にはメーカーに修理を依頼するのが

一般的である。したがって、本件プロジェクトにおいても、メンテナ

ンス技術に関しては、自主点検ができるレベルを最終的な目標とす

る。 
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 基本的に管理マニュアルに沿って実施すれば自主点検はできるが、

長期専門家在任中に特に技術的に高度なメンテナンスに関し、C/P と

ともに実施する。現在、ボイラーに関し、自主点検作業を検討中。 

(7)研修機器のアップグレード

を行う。 

・以下の 5つのアップグレードを実施した。 

ポンプ自動制御装置 

冷却塔 

力率補償システム 

圧縮空気システム 

冷却システム（製作中） 

・ 各テキストは既に完成している状況。C/P が独自でできるように

なるよう、今後プロジェクト終了までに技術指導を行う予定。 

(8)長期専門家活動体制を見直

す。 

2004 年９月で短期専門家派遣一通り終了する。その後は研修に活動

の力点を移していく予定。 

(9)研修内容改善のための体制

作りを行う。 

対応済み。研修受講生による研修後のアンケートを受けて、それを

研修の質向上に役立てる手法をトレーナーズトレーニングにより実施

した。 

(9)トレーナーズトレーニング

（研修講師として「教える」

技術の向上）を行う。 

実施済み。2004 年３月に研修受講後のフォローアップについて具体

的な技術を学ぶため、再度実施する予定。 

(10)育成すべきエネルギー管

理者の活動支援を行う。 

 終了レポートが入手できないため、現状では明確でない。 

(11)中小企業への支援拡大の

ための枠組み作りに協力す

る。 

KOSGEB と連携策について検討中であるが、先方が機構改革中で動か

ない。EIE 副長官が連携策についてレターを出したうえ、実際に行っ

て説明した。骨子は、NECC のマンパワーの問題で、中小企業への省エ

ネトレーニングは KOSGEB にやってもらおうという戦略。KOSGEB から

以前オファーがあったこともあり、現実的な提案と思われる。KOSGEB

にはシニアボランティアも 3 名入っている。時間の問題。KOSGEB 側に

は技術者を増やそうという考えもある。 

(12)研修コースの組み方検討

へのアドバイスを行う。 

NECC 側に案がある。JICA 専門家としても、診断を教える、オーダ

ーメードにするなど案を考えている。 

（診断） 

(1)技術レベルモニタリング指

標を作成する。 

作成済み。 

(2)モデルプロジェクトの実施 2004 年６月に繊維工場を訪問予定。趣旨は C/P の卒業試験。日本人

専門家による工場診断技術移転で各工場を訪れる際は、日本人専門家

がメインに計測等を行い、C/P は助手として指導を受ける。本モデル

プロジェクトでは、C/P がメインとなり、必要に応じ同行する日本人

専門家からアドバイスを受けながら工場診断を実施する。繊維は既に

C/P だけで二度実施済み。 
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(3)現行４分野における工場診

断範囲の確定 

紙パルプを加え、５分野に拡大する。他の４分野と比較して技術移

転レベルは低くなるが、C/P 一人でユーティリティ基礎、及びプロセ

ス基礎までの診断を実施できるようになるレベルまでは到達可能。 

(4)省エネ診断サービス市場育

成活動 

特になし。実際の診断活動の口コミ、省エネ習慣、ホームページ、

パンフレット工場診断例をあげていく、登録コンサルタント、協議会

の設立などは想定されうる。中間評価時に提案された内容も引き続き

検討可能。 

・ 省エネルギーキャラバン（出張サービス）超簡易診断。金がなけ

ればアンカラ周辺のみ。パンフレットの中に必要な技術として、

大企業は自分でやっているボイラーの効率、電気の効率測定、蒸

気。範囲の狭い診断。蒸気、電気を根付かせる。 

・ エキスパートバンク 

・ 工場診断実施者育成登録、斡旋システム 

・ ESCO 市場検討のための研究 

(5)診断に関する今後の展開戦

略の策定 

本報告書の中に記載のとおり。 

(6)研修とのリンク強化 ・実際の診断結果、事例を研修で発表している。 

・診断を行った工場をモデル工場として研修に使用するなども相手先

工場の態度によっては想定されうる。 

(7)技術定着 プロジェクト終了後もモデル工場を選定し、C/P 自身による省エネ

診断を継続する。 

（情報提供・政策提言） 

(1)推進計画策定 情報提供に関する具体的活動計画を 2003 年７月に新技術リストを

提出済み。マイクロコジェネレーション、リジェネバーナーの情報を

提供した。 

 

３－４－３ 終了時評価に向けた取り組み 

(1)プロジェクト活動、特に研

修及び診断効果（CO2 削減量、

コストダウン量等）の定量把

握システムの検討 

今後検討。SPO 経由で EIE に依頼済み。全分野は難しいので、電気

炉と製鉄のみに絞るなど検討中。 

 

(2)PDM 中間評価で指摘された

評価指標の論理的整合性の見

直し 

本調査団 M/M（添付資料）の ANNEX１の PDM にて対応済み。 

(3)PDM 終了時評価の際に使用

する各指標及びデータの収集

方法の検討、可能な範囲でそ

の現状、データの入手方法の

検討 

 現在想定される指標は入手できる見込み。終了時評価に向けて今後

も検討していく。 
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第４章 団長所感 

 

４－１ プロジェクトの背景 

2004 年１月 28 日に行われたトルコ国内省エネキャンペーン週間のエネルギー大臣から、トルコ

の抱えるエネルギー問題は深刻な状況にあることが、改めて表明された。2002 年のエネルギー資源

の必要量は 7,830 万 TOE であり、それに対して、国内の発電量は 2,460 万 TOE(必要量のわずか 31％

に相当)で、約 5,400 万 TOE が輸入されている現状がある。2010 年には電力の輸入率は 75％まで、

延びることが予想される（EIE による）。また、トルコのエネルギー原単位は他国に比較して、突出

している。2001 年には 0.38 ミリオン TOE/10 億ドルで、OECD 加盟国平均の 0.19、また世界平均の

0.29 に比較しても高い数値を示していて、エネルギー効率の低さは明らかである(日本は、0.09)。

エネルギー資源の効率的使用が、トルコにとって急務であることは明白である。EIE における省エ

ネに関する活動は 1983 年の UNIDO プロジェクトに遡り、1988 年の世銀プロジェクトや JICA の開発

調査協力を経て、現在の JICA 省エネルギープロジェクトに引き継がれている。また、JICA プロジ

ェクトと併せて、GTZ からの協力も同時進行していて、さらに昨年からは EU との協力プロジェクト

（EU－Twining Project）で、エネルギー使用の効率化のための戦略整備を進めている。 

 

４－２ 調査団の目的 

今回の調査団は、運営指導を目的としているが、これまでトルコ側との数次にわたる各種協議に

おいて、明確にされてこなかったトルコの省エネルギー政策とそれを実施する NECC の役割をトルコ

側から説明とともに、今後の中長期計画を聞き出すことが主要目的の一つである。 

 

(1) エネルギー効率化のための戦略 

トルコ側には、前もって今次調査団の質問項目を提示しておいたこともあり、以下のような状

況が説明された。これは、2003 年の中間評価時には調査団との議題にものぼらなかったが、ここ

にきてにわかに法律整備などが現実味を帯びてきた背景として、2003 年 10 月 21 日のトルコの国

会で UNFCC が批准されたことや、トルコ政府が EU 加盟を前提としてその条件をクリアするための

動きを既に開始していることなど、EU との関係をトルコ政府が重要視し始めていることが、トル

コ国内における省エネやエネルギー効率化への国レベルでの気運の盛り上がりのきっかけとなっ

たようだ。EU の協力により、Energy Efficiency Strategy の草案ができあがっていて、戦略に沿

って、今後 EU との協力（EU-Twining Project）でエネルギー効率化向上のための２年間の予定で

プロジェクトが開始される。内容はトルコ側説明によれば法律整備に関する協力で、既に契約書

案もできあがっている。JICA による技術オリエンテッドな協力と重複しないことは今回確認され

た。今後 EU プロジェクトが実現して、EIE が JICA 協力で充実させた研修機能と併せて、法律面

での指導体制を確立することは、NECC の組織が持続発展する大きな要素となりうるので、JICA の

立場としては EU の流れに呑み込まれるようで歯がゆいところではあるが、今後の EU 協力の動向

を注視することは大局的に重要である。 

 

(2) 省エネ及びエネルギー効率化促進のための法律 

これまでの協力過程における一連の協議の中で、何度も JICA 側から必要性を説明して、トルコ
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側の法律整備に関する真の熱意を質してきた経緯があるが、上記の一連の動きのなかで、ようや

くここにきて、実現の可能性が高まってきたことが、トルコ側から説明があった。後者の説明に

よれば、2004 年の末には Energy Efficiency Law が国会の承認を受けて、２週間後には大統領に

より署名されて、発効する運びと見込んでいるようだ。現在の状況は、EIE が草案の作成につい

て中心的役割を果たし、関係省庁（工業貿易省、運輸省、建設定住省、教育省）と詳細な中身を

詰めている。対象となるセクターは、工業、建設、運輸、発電の４分野をカバーすることになっ

ている。また、エネルギー効率化のための法律整備と同時に、EIE も含めた行政管理組織に関す

る構造改革のための法律の見直し作業も進められている。1995 年に制定した省エネ推進のための

省令も NECC の役割や省エネ対象工場の消費エネルギー規模の基準など、細部にわたって改定作業

を実施する予定とのことである。この動きについては、今後のプロジェクト期間中のことでもあ

り、関係者がよく注視していくことが重要であり、同時に作業への日本側関係者（専門家グルー

プ）の関与も欠かせないと思料される。現在のレギュレーションは、日本から提供された資料が

基礎となって編纂されたものであることや、JICA の本件技術協力の成果と密接に関係する部分の

記述が多々あることからも、これについては JICA が他の援助機関に譲ることなく積極関与できる

ように本調査団からも強く申し入れておいた。 

 

(3) その他の動き 

 法律の整備のほかにも、ＥＵからの協力で 1995 年に施行した産業部門への省エネに関する規則

の改定作業や細則などの改定に関する検討を、EU アキ・コミュニテールに沿って整備されること

の説明がトルコ側からあり、今後省エネに関する動きでかなり急速な展開が予測される。これら

の一連の動きは、EIE の機能強化を期待させるものであり、どのような結果になろうとも、今後

トルコ国内の省エネとエネルギー効率化に向けた動きには逆戻りはないと思われる。 

 

４－３ プロジェクト活動の今後の展開 

 プロジェクト活動は３本の柱から構成されていて、2003 年実施された中間評価でも、後半部分に

おける活動に支障となることは、特段指摘されたものはない。今回の調査団でも、現場の活動に関

し、以下のような見解を報告する。 

 エネルギー管理者研修は順調に推移していて、プロジェクト開始以来既に 181 人（2003 年 12 月

現在）が受講して、今後の見込みとしてもさらに 300 人程度がプロジェクト期間中に受講を予定し

て、ほぼプロジェクトが目標とする数値に近づくことが期待される。エネルギー管理者の育成は、

EIE が進める省エネ活動を工場現場において直接の指揮者として期待される人材の育成であり、今

後ともプロジェクトにおける本活動は、注視していくことが必要である。管理者研修が、受講生に

とって魅力があり、実際に役に立つ技術であるためには、EIE の C/P が実際の現場活動（省エネ診

断）を通じて、技術力の維持と知見・経験の範囲拡大を常に心がけることが重要である。このこと

は、今後の EIE のプロジェクト終了後の活動計画とも密接につながることであり、トルコ側との協

議の場においても、現場活動を日常的に維持することの重要性を先方に訴えて、トルコ側としては、

省エネ診断は将来的には民間企業（コンサルタント）に移譲していくことになると考えてはいるが、

企業からの簡易診断（Pre-Audit）の要望には応えることを原則と考えていて、結果的に EIE の技術

スタッフの能力維持と向上につながればよいとすべきであろう。 
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４－４ 最後に 

 今回の調査を通じて、改めて専門家諸兄のご活躍に敬意を表します。本件プロジェクト協力に直

接携わる吉田リーダー、小村調整員、川瀬専門家、浅田専門家、他短期専門家が EIE 関係者と日常

的に友好的な関係を保ちながら、たゆまぬ粘り強さで C/P にぶつかっていく姿勢が EIE からも高い

評価を得て、しかもプロジェクトの成果も顕著に現れてきている。時期は未定としながらも一方で

EU を意識しながら、政策が動き始めていることもあり、省エネ（エネルギーの効率化）の動きもこ

こにきて顕著にクローズアップされてきたようだ。この機を逃さず、プロジェクトと関係者の活動

を高めていくことで、EU の動きと協調しながら日本の貢献も置き去りにされないことが重要である

と考える。専門家、特に長期専門家の関係者には、これまでにもまして活動の幅を広げ、ますます

のご活躍を期待申しあげる。JICA トルコ事務所及びアンカラ日本大使館には、プロジェクトと関係

する専門家への後方支援の継続についても改めて期待するものである。  
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第５章  C/P 技術レベル調査結果報告（省エネルギー技術団員報告） 

 

C/P への技術移転達成度合に関しては“Achievement Monitoring for Technology Transfer”と

呼ばれるモニタリング評価シートを用いて研修、工場診断、広報・政策に係る所定の監視項目につ

いて 2003 年 2 月より半年に１回の頻度で実績を評価してきた。 

現在、３回目の評価が行われつつある段階であるが、この機会に調査団はプロジェクトの日本側/ト

ルコ側双方に対して当該モニタリングが有効に機能しているかどうか次のとおり確認した。 

 

５－１ 技術移転達成目標 

現在、プロジェクト終了後の達成目標は次のように設定されている。 

(1) 研修設備、計測機器の運転保守：全項目レベル５ 

(2) エネルギー管理者コースの運営：ほとんどの項目レベル５ 

(3) 工場診断技術：産業分野に応じてレベル２～５ 

(4) 広報・政策提言：レベル３～５ 

なお、達成レベルの定義は次のとおりである。 

１）レベル１：日本人専門家が実施すれば、C/P は十分理解できる 

２）レベル２：日本人専門家の指導のもとで C/P が実施できる 

３）レベル３：日本人専門家の指導なしで C/P が実施できる 

４）レベル４：日本人専門家の指導のもとで C/P が他の人を教えることができる 

５）レベル５：日本人専門家の指導なしで他の人を教えることができる 

 

管理系 C/P と日本側プロジェクトチーム及び調査団との協議では NECC の課長（プロジェクト担

当）が 2003 年交代したことや、この１年間のプロジェクトの進行により、一部目標そのものの再吟

味が必要であることが確認された。技術系 C/P については少数のヒヤリングしかできなかったが、

達成目標は概ね妥当とのことであった。 

 

５－２ 技術移転の実績評価 

管理系 C/P と日本側プロジェクトチームを入れた協議の場で判明した点は次のとおりであった。 

(1) 頻度/手順：半年に１回、日本側が記載したモニタリングシートの評価点をチェックする。

訂正の必要がある場合は協議して修正する。 

(2) 評価方法：C/P へのインタビューや工場診断等の報告書を点検して評価する。テストや試験

は行っていない。 

(3) 評価対象：評価対象は C/P 個人ではなく、担当グループとしての能力である。ただし、グル

ープの平均値を評価の対象とするか、同一グループ内の最高レベル者を対象とするかは曖昧で

ある。この点、技術系 C/P も最高レベル者を対象とするのであれば実績評価値が低すぎる項目

もあるとの見解を示した。 
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５－３ モニタリングシートの改定 

同様に管理系 C/P と日本側チームとの協議では、工場診断に関して今後実施される共通技術、

「蒸気」及び「電気」の評価シートが必要であること、また、「製鉄」「セラミック」の備考欄に

記述されている診断のステップは重要なので「繊維」「食品」へも転載することや、マニュアル欄

に“Audit Manual”の追加が求められることが確認された。 

 

５－４ 今後の課題 

 以上から、今後も評価モニタリングを有効に機能させるには次の課題対応が必要である。 

(1) 達成目標：研修及び工場診断について一部再吟味や協議が必要と思われる。最近の課長交代

やプロジェクトの進行が影響している。 

(2) 評価方法：評価対象の摺り合わせが必要である。対象は個人別ではなく、担当グループ単位

であるが、その平均かそれとも項目別の最上位レベル者かの認識が十分ではない。また、６か

月に１回の評価時にはトルコ側/日本側の十分な協議と評価結果の C/P を含めた共有化が重要

である。そのために、セレモニー的な評価会の設置等を検討してみたい。 

(3) モニタリングシート：工場診断に関して共通技術として「蒸気」「電気」の追加が必要であ

る。また、「製鉄」「セラミック」の備考欄記述は重要なので「繊維」「食品」への転載や、マ

ニュアル欄に“Audit Manual”の追加が求められる。 

 

なお、一部技術系 C/P からモニタリングシートの存在は認識しているが、担当分野以外は知らな

い、あるいは電気担当 C/P から新しいモニタリングシートで評価されることを期待しているとのコ

メントがあったことを付記しておく。 
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第６章  省エネ診断同行報告 

 

本調査団ではトルコ側との協議終了後、短期専門家を派遣して実施中しているセラミック工場診

断へ同行し、C/P への技術移転現場状況を視察した。概要は以下のとおり。 

 

６－１ 工場診断概要 

(1) 診断工場名：イジザジバシ・セラミック 

(2) 工場概要：1977 年設立。従業員 600 名余。生産量 40,000 トン/年（衛生陶器の出荷数：250

万個）。“VitrA”ブランドで国内、欧米へ出荷（輸出割合 60％）。TOTO の OEM 生産も実施して

いるトルコ最大の衛生陶器製造会社。宿泊したホテルの浴室でも“VitrA”のオーダーメイド

品を使用していた。 

(3) 参加者： 

工場側：Mr. Ali ihsan Oyman, Chief 0f Maintenance and Repair, 

    Mr. Erkan Yilmaz, Environment Specialist, 他１名 

NECC：イェナル（主担当）、シュレイヤ、イブラヒム、セゼル（電気） 

専門家： 浅田長期専門家、石川短期専門家 

運営指導調査団： 青柳、渋谷 

支援他： 小村調整員、ウムット通訳 

 

６－２ 活動記録 

 ＜2004 年３月８日（月）＞ 

 8:00 アンカラ発（高速バス）。 EIE の担当者は診断バス利用。         

12:00 ボズユック着（アンカラの西、約 350km。セラミック工場が多い） 

14:30 EIE の担当者と合流して工場診断開始 

 

(1) 工場の省エネ活動概要発表 

・ 1999 年、2000 年の EIE 省エネ表彰（最優秀賞） 

・ 10 年前から省エネ対策推進。使用エネルギーの天然ガス及び電気の原単位を 25%改善 

・ 全社的なコスト削減活動としてエネルギーコスト削減推進中（方針管理実施中） 

・ 2003 年の天然ガス、電気の使用先割合をパレート図で管理。それによると、ガス

132,976,534kwh/y の用途は①Firing 62.22％、②Boiler 15.97％、③Re-firing 14.39％。

また電気 22,221,240kwh/y は、①Compressor 29.04％、②Fan 14.24％、③空調 8.86％等 

・ EIE のエネルギー管理者は４名受講して資格を得て、生産現場の責任者やエネルギー管理部

門の責任者として活躍。さらに現場班長クラスの受講も希望している。 

・ EIE から送られた事前診断アンケートについて記載済 

・ 天然ガスの発熱量：低発熱量 8,250 kcal/m3@15℃*1bar. 高発熱量 9,155 kcal/m3前後。 

 以上よりデータ管理、工場管理がわりにしっかり行われている印象。 
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(2) ブリーフ・プラントツアー 

 精製原料受入れ、原料粉砕調合、釉薬調合、型枠製造（石膏）、成形、乾燥、釉薬掛け（外

表面のスプレーはロボット利用）、焼成（トンネルキルン：90m 長×５基）、製品テスト等の各

生産工程並びにユーテリティセンター（ボイラー４缶、エアコンプレッサー(台数制御)、空調

設備を視察。 

 

(3) 詳細診断設備 

 トンネルキルンのうち、４基ある旧型マッフルタイプ（間接加熱）から１基(Kiln-1)、新型

Direct Firing Kiln１基(Kiln-5)について明日から実計測することにした。 

 

 ＜３月９日（火）9:00-17:00＞ 

(1) Kiln-1（旧型）の計測診断         

 石川専門家の指示に従って、C/P が下記ポイントを実測した。（下図参照） 

 

 

 

  

 

 

 

 

１）排ガス集合ダクト（２か所）：温度、ガス量、O2％ 

２）排ガスダクト（エコノマイザー上流/下流）：温度、ガス量、O2％ 

３）バーナー（４か所）：ドラフト圧、O2％、表面温度 

４）製品及び台車の表面温度（焼成前/後の多点計測） 

５）炉壁表面温度（多点計測） 

なお、上記以外の所要データ（ガス流量等）は工場側から入手。 

C/P の実測の様子は６－３の写真参照。 

 

 ＜３月 10 日（水）9:00-15:00＞  

(1) Kiln-1 の確認計測（バーナーO2%） 

(2) Kiln-5（新型）の計測 

(3) 診断結果概要速報（午後） 

 計算結果を浅田専門家が説明した。熱効率 22％、エネルギー原単位 2,039kcal/kg は悪く

ない数字である。 

石川専門家から下記の提案あり。 

１）エコノマイザー入口の排ガス温度が 450℃と極めて高く出熱として 43％を占めている。

生産性を高めるためやむをえない面があるが、熱バランスを再検討して低減することが必

 

Pre-Firing Zone 

 

1,180C 

Firing Zone 

 

 

Cooling Zone 

 

排ガスダクト 

バーナー

バーナー

製品/台車 製品/台車 
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要。 

２）台車下部を冷却用空気は室温なので高温の急冷排気を利用することを検討されたい。 

３）Kiln の断熱強化も効果大きい。 

 

 今回の C/P 能力：温度、流量（ピトー管、アネモメーター）、ドラフトメーター、ガス分析計

等現場での準備、計測作業は十分できる。熱バランスや熱効率計算、診断評価はこれからであ

る。工場の対応は非常に熱心であり、エネルギー管理レベルも高い。 
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６－３ 診断の状況 

 

短期専門家指導の様子  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

C/P による計測の様子１ 

 短期専門家（石川専門家）が計測の仕

方を指示し、JICA により供与された測定

器を使用してバーナー元の酸素濃度の計

測を行っている。左の写真で指導を受け

ているのは、C/P の中でももっとも経

験、能力が秀でており、チーフ的な存在

を務めるシュレイヤーさん。 

 このレベルの C/P になると、既に計測

自体は一人でもできる。トラブルがあっ

た際や、自分の判断が正しいかどうかを

確認する際などに短期専門家の指導を受

ける。 

 

 診断結果を報告書にまとめるために

は、非常に多くの測定を行う必要があ

る。同行する日本人専門家（石川専門

家、浅田専門家）の指導のもと、C/P４名

で手分けをして各場所の測定を行う。 

この日、イエナールさんはマッフル炉

の壁の表面温度の測定を実施した。ここ

は２基のマッフル炉に挟まれた場所であ

るため、非常に熱い。ダストも多く、環

境の悪い中、大量の汗を流しながら一生

懸命計測を行っていた。NECC の C/P 達の

真面目さ、熱心さには度々感心させられ

る。 
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C/P による計測の様子３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

C/P による計測の様子２ 

 ファイバー炉の煙突に登って排気ガス

の温度と酸素濃度を計測している。シュ

レイヤーさんとイブラヒムさん。 

 計測のための穴がなかったため、診断

先工場に依頼して煙突に穴を開けてもら

い、そこに計測機器を差し込んで計測を

行っている。もともと計測を行うための

場所ではないため、温度も高く、足場も

不安定であり、危険を伴う作業である。 

 この２人は C/P の中でも特に真面目な

性格。困難な作業であっても常に前向き

に取り組む。また、自分から短期専門家

に対し計測方法の提案を行うなど能力を

得てきている。 

空気圧縮機の電圧、電流の測定を行っ

ているセゼールさんと、それを見ている

工場の担当者。工場の担当者は初めて見

る工場診断活動のすべてに興味津々な様

子。石川短期専門家の後ろにも工場の各

担当者の列ができ、工場自身で購入した

計測機材の使い方を教えてもらおうと交

渉する一面も。一方で、生産プロセスは

工場の命。写真撮影も限られ、常に監視

の工員が工場診断の全過程に立ち会って

いた。加えて今回は JICA 調査団として見

学者もいたため、現場では常に大勢の省

エネ診断関係者が動き回っていた。 
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６－４ 参考情報 

 (1) プロセスフロー 

 

原 　 型 原 料 粉 砕 釉 薬 粉 砕
（ 調 合 ） （ 調 合 ）

ケ ー ス 元 型 泥 　 漿

ケ ー ス 製 作 成 　 形

使 用 型 製 作 脱 型 、 仕 上

乾 　 燥

釉 薬 掛 け

焼 成 （ キ ル ン ）

目 視 検 査 焼 き 直 し
（ 全 数 ）

漏 水 試 験
（ 抜 取 り ）

研 磨 仕 上 げ

梱 包 、 出 荷
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 (2) 製品原単位のトレンド 

 

年 Natural Gas  Kwh/ton Electricity  Kwh/ton 

1993 3,979 － 

1994 3,308 － 

1995 3,253 － 

1996 3,062 － 

1997 2,891 － 

1998 2,491 63.9 

1999 2,655 60.7 

2000 2,642 59.1 

2001 2,655 62.0 

2002 2,493 51.7 

2003 2,577 47.7 
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